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第６回宇宙開発委員会議事録

１．日 時 平成１３年２月１４日（水）

１４：００～

２．場 所 特別会議室 （旧科学技術庁 ５階）

３．議 題 （１) ＧＰＳ利用の現状と展望について

（２）宇宙開発に関するプロジェクトの評価指針の検討について

（３）その他

４．資 料 委6-1-1 NAVSTAR GPSの近代化政策と欧州連合のGalileo計画の概要

及び測位システム利用動向の概要

委6-1-2 広範な各種利用分野

委6-1-3 参考資料

委6-2 宇宙開発に関するプロジェクトの評価指針の検討について

（案）

委6-3 第５回宇宙開発委員会議事要旨（案）

５．出席者

宇宙開発委員会委員長 井 口 雅 一

宇宙開発委員会委員 長 柄 喜一郎

〃 栗 木 恭 一

〃 五 代 富 文

６．議事内容

【井口委員長】 局長は、多少遅れるということですので、始めさせていただきます。

第６回の宇宙開発委員会でございます。

今日の議題は、１件が報告、それから決定をする主な１件、あと、その他でございます。
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最初の議題は、「ＧＰＳ利用の現状と展望について」、衛星測位システム協議会の事務

局長の西口さんにお話をいただきます。

よろしくお願いいたします。

【衛星測位システム協議会（西口事務局長）】 与えられている時間が２５分ぐらいで

すので、すっ飛ばしていきますけれども、初めにまず概要をざっと申し述べまして、その

次に今、ＧＰＳがどのように利用されているかという現状を申し上げます。

参考資料として、いわゆる世界全体でどういうふうな場所で使われているかということ

をこういう表にまとめてありますので、これは参考資料としてお読みください。

早速始めさせていただきます。

衛星測位システムの可能性というのは、これから移動帯通信との組み合わせで、モバイ

ルコンピューティングというマーケットが最大のマーケットになっていくであろうという

のは衆目の一致するところですが、どのように使えるかというところから始めたいと思い

ます。

ＧＰＳの今日に至る過程をざっと書いてまいりました。左側が米国の政策、右側が日本、

ヨーロッパ、ロシアというふうにまとめてありますが、９６年３月にクリントン大統領が

政策方針のガイドラインを発表しまして、そのときには、従来、国防総省と運輸省が共管

しておりましたが、７省庁、国防総省入れて８省庁の管理組織にしたということが１つ。

それから全世界に無償利用を継続しますということを再確認したのが１つ。それから１０

年以内にＳＡ解除を約束したというのが、この３つが大きなガイドラインでした。

その後、直ちに、夏、秋、冬と日米政府間協議、米欧政府間協議、米国・ロシア協議と

いうのを連続して持っております。

９６年末にＧＰＳの近代化計画というものを発表しまして、初めの発表はＡＩＩとかAu

to-Navというハードウエア上の改善というものを発表しました。

こういった政策が発表されましたので、安心して使えるということで、日本では９７年

５月からＦＭパネルによるＤＧＰＳサービスがカーナビ向けに開始されております。

それから９８年の２月になって、欧州連合がアメリカ一国の支配に屈するのは快しとし

ないというところで、ＧＮＳＳ戦略というものを発表しました。

これがアメリカ政府の７省庁の組織図です。現在はこういうふうな形になっておりまし

て、Interagency GPS Executive Boardというのが最終決定機関として、その配下に運輸

省、ＤＯＴのExecutive Committeeがあり、その下部に省庁連絡会と、国際民間関係との
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情報交流会というものを持っております。

一方、米国としては、ＧＰＳを国際標準として各国に使ってもらいりたいということで、

国務省を中心に国際協議活動も組織化しております。

これがＧＰＳの民生利用サービスに関する国際フォーラムの機関で、これはＧＰＳの開

発当初、１９８８年ぐらいからスタートしておりまして、今回、３月に３７回目、年２回

の会合で３７回目を迎えます。

ヨーロッパの戦略発表に呼応して、米国では民生用の第２第３周波数の経過を発表し、

いわゆる欧州と米国が競争をするような形で、どんどん近代化が進んできた。

そこで我が国としましては、９８年９月に小渕総理が渡米されたときに、クリントン大

統領との間で日米共同声明を発表してございます。

その翌月にはGPS Open System Architectureというものをアメリカが発表しまして、欧

州のＧＮＳＳ戦略に向けて国際標準化アプローチというものを展開しました。

さらに、Commercial Space ACT105というものを新しく制定しました。これは宇宙旅行

であるとか、スペースを民間の商業化に対応するという法律を制定したわけですけれども、

この中にＧＰＳ政策が入っておりまして、クリントン大統領のガイドラインを追認した形

で法令化されております。つまり大統領がかわっても、議会によるＧＰＳ政策は法令化さ

れておりますので、簡単にはこの法律は変わらないということで、ますます世界に安心感

を与えたということにつながるかと思います。

そして、９９年１月に近代化計画としての第２周波数と第３周波数の周波数帯域を発表

しました。

これに対抗して、９９年２月に欧州連合が「ＧＡＬＩＬＥＯ計画」を発表するに至って

おります。

その間、Differential GPS網がそれぞれ完成してきまして、米国の沿岸警備隊の海岸、

沿岸のＤＧＰＳ網が完成し、現在、陸上にも網を広げていく活動をしております。

我が国では９９年４月１日に海上保安庁のDifferential GPS網の完成記念式典がありま

した。

ＩＣＡＯでは、ＩＣＡＯというのは、国際民間航空輸送機関なんですけれども、GNSS P

anel SARPsというところへＧＰＳをばらまいて、引き続いて会合を持っております。

さらに５月には、ＩＴＵ－Ｒで測位用周波数の一部を移動帯通信事業者が共有したいと

いう問題で、干渉問題という形で、国際問題になりまして、２０００年、ＩＴＵ－Ｒに持
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ち越されたテーマがあります。

ＧＰＳのEnd-of-Weekで随分騒がれましたけれども、これは何の問題もなく無事に終わ

りました。ＧＡＬＩＬＥＯにつきましては、欧州の運輸閣僚理事会でＧＡＬＩＬＥＯ計画

のスタディを決定し、２０００年末にGo or Notを決断するということを発表しました。

以後、米国とロシアとよくネゴシエーションするようにというのが、この理事会での決定

であります。

運輸省が計画しておりましたＭＴＳＡＴ、いわゆるＭＳＡＳですね、これの打上げが失

敗しまして、少し日本の計画が遅れたということもありました。

昨年の５月、イスタンブールで開かれましたＷＲＣ２０００、信号の保護問題、先ほど

申し上げました移動帯通信の共有は拒否されまして、ＧＰＳ信号が保護されます。さらに

第２、第３周波数も確定いたしました。このときに欧州連合もむりやりにＧＡＬＩＬＥＯ

用の周波数を突っ込んで、１カ月半ぐらいネゴシエーションを、後に、ＧＡＬＩＬＥＯ用

の周波数にも大幅に配分されました。

技術的な問題は２００３年のＩＴＵ－Ｒまで、ちょっと延ばされておりますけれども、

一応、配分されたということで、ＧＡＬＩＬＥＯのプロジェクトが実現にインセンティブ

を与えられたというふうに見ることもできます。

そして、ＷＲＣが始まる前、日本時間５月２日にクリントンが声明を出しまして、ＳＡ

の解除、我々は２００６年までには解除されるだろうと思っていましたが、こんなに早く

解除されるとは驚きでして、とにかく昨年の５月にＳＡが解除されて、ものすごくいい制

度が実現したということであります。したがってＧＰＳ利用の多様性に拍車がかかりまし

て、テレマティックス市場が開花し、日本で新しいサービスがどんどんと発表されるに至

っております。

昨年の１２月末、欧州連合のＧＡＬＩＬＥＯがGoかNo Goかという決断があったはずな

んです、その会合は持たれたんですけれども、決断できませんでした。共同声明も何も発

表されずに結局４月まで延ばされたというのが現状であります。

先ほど、先週ですけれども、ＧＰＳ／ＧＮＳＳ国際シンポジウム東京会合で、米・欧・

露・韓国・香港、その他利用各国を呼んでシンポジウムをやりましたけれども、そのとき

も、なぜ決断できなかったのかという発表はございませんでした。

米国では、ＧＰＳの利用において、いろいろ干渉問題とか、不具合問題について、民間

利用者からいろいろクレームがあります。それを組織的に対応しようということで、ＧＰ
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Ｓサポートセンターというものを設けまして、昨年の１０月ぐらいから稼動に入っており

ます。米国のいろいろな省庁の関係機関が関与しておりまして、それぞれの干渉するエリ

アについて報告し合う、ここにすべてのデータベースを置いて、ここにだれでもアクセス

して利用することができるというようなパブリックなものに仕上がっております。

現在のＧＰＳですけれども、これはちょっと古いんですが、このように赤いのが現在不

具合でメンテナンス中ということを表しております。きょう現在におきまして、２８機衛

星が緑色、健康に正常に稼動しております。こういうのはインターネットでアクセスすれ

ばすぐに見れるというような状況になっております。

これはＧＰＳの衛星の寿命なんですけれども、寿命は、契約寿命、設計寿命、実際の寿

命と３つぐらいありまして、ここに書かれておりますのは設計寿命だと思います。どんど

ん過去の実績から設計寿命は非常に延びているということをベースにしまして、打上げス

ケジュールの計画を考えております。

この辺は後で御覧になってください。

第２・第３周波数の衛星の打上げスケジュールというものもこれから入ってくるわけで

すけれども、このModifiedというのが追加周波数の搭載された衛星の打上げが開始されま

す。第２周波数の搭載された衛星が打上げを開始するのが２００３年、第３周波数の搭載

衛星は２００５年から打上げるという予定になっております。

このように「近代化政策」と我々呼んでおりますのは、一番、まずはＳＡの解除が近代

化政策の始まりであり、ＡＩＩとAuto-Nav、これは後で説明します、第２周波数と第３周

波数、それからこれらに伴って地上官制とか、いわゆるコントロールセンターの方針、こ

の５種類を「近代化政策」と呼びます。

このような形で、測位精度は一体どうなっていくのかということが、我々の最も関心の

高いところなんですけれども、これはＳＡが解除されたとき、解除されるまではこのよう

に信号がぶれておりましたけれども、解除されて以後は極めて安定しております。これが

その一例ですけれども、この間は、これはゼロで１０ｍ、２０ｍですね、この赤いのが水

平方向、青いのが高さ方向の誤差です。大体平均しまして水平方向では７ｍ前後、それか

ら高さ方向では１０ｍ前後の精度が平均して出ているということです。

ＳＡがあったときには、大体１シグマで７５ｍだったものが、ＳＡがなくなってからは

２２．５ｍぐらいになっているということをあらわしております。

これは現在、まだ審議中でありますけれども、ＳＡがなくなって以後、いわゆるＧＰＳ
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サービスサプライヤーとしてどういうパフォーマンスをギャランティーできるのかという

データであります。これが正式に許可されて発表されるのは、ことしの春ないし夏ごろを

予定しておりますけれども、大体の方向性としては、このレベルのものを保証できるとい

うことのようであります。

これも同じですけれども、これは精度レベルで言っておりますけれども、あくまでもこ

れは、Single in spaceですので、地上ベースでは若干異なります。それはもうそれぞれ

の大気圏だとか、電離層の関係、そういったマッチパスの関係とか、それぞれの環境条件

において変わっていきますので、保証値はSingle in spaceであります。

ＡＩＩと言いますのは、アキラシー・インフルメントリー・イニシアチブの頭文字を取

っていますけれども、要は、衛星信号をモニタリングしているステーションを数多く増や

して、現在１日１回しか星は監視されていませんけれども、数を増やすことによりまして、

１日３回監視できる。それゆえに衛星信号の不具合を早くキャッチできて早く修正に応じ

るということができるというメリットを追求しております。これが大体の絵なんですけれ

ども、現在は５カ所のモニタリングステーション、これはコントロールセンター、６カ所

なんですけれども、これ、１２カ所、さらには１４カ所まで増やして、１日３回の監視を

するという計画を持っております。

第２周波数、第３周波数を追加するという発表がありましたので、若干遅れておるんで

すけれども、その第２・第３周波数搭載衛星も管理できるような能力更新のために、コン

ピューターフレームを大幅改善するという計画も同時並行的に動いているということであ

ります。

Auto-Navと言いますのは、オートナビゲーション、つまりオートナマスナビゲーション

で、衛星間通信を利用しまして、それぞれの衛星同士で時刻情報をやるとか、それぞれの

軌道情報を独自で修正し合うと。したがって、地上の官制能力を非常に経験できますので、

地上の完成センターのコストも安くするし、衛星のポジショニングの精度もかなりたやす

く管理できるという意味合いを持っております。これは、今上がりつつある星に全部Auto

-Nav機能がついております。

第２・第３周波数の追加ですけれども、第２周波数、現在、Ｌ２周波数、これは軍が使

っている周波数ですけれども、そこにＣ／Ａコードを乗っけます。これ、現在のはＬ１周

波数のＣ／Ａコードで民生が使っているもので、Ｌ２に第２周波数を乗っける。第３周波

数は、ＡＲＮＳバンドのところに第３周波数を設けて、さらに伸ばすようなシステムにす
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るというのが考え方であります。これをやるにつきましては、３つの目標を同時に達成す

るということで、随分、周波数帯を選ぶのに１年強かかりました。まずは現在の信号をそ

のまま生かせるということが大事です。というのは、数多くレシーバーを使っていますの

で、それを使えなくするというわけにはいきません。これを生かしながら第２周波数を考

え、さらに第３周波数を考えるというところで苦労したということではあります。

これが、次のＧＰＳⅢなんですけれども、この近代化政策以後の次世代のＧＰＳ衛星は

どうあるべきかということは、現在からもう研究に入っております。昨年の中ごろから契

約が終わりまして研究に入っておりますけれども、現在のＧＰＳ衛星は、過去の技術です

ね、１９７０年代に考え出された技術の改善版と言ったらいいところなんですけれども、

これだけエレクトロニクスの技術が発達してまいりますと、次の技術を見ながら、第３の

衛星とは別格、次世代衛星とは別格ということを今から考えておこうというプロジェクト

がスタートしているという意味です。

これには、民間の声を反映したいということで、民生機関がinvolveした会合が頻繁に

行われる予定であり、我々、外国人からのそういう要求もどんどん取り入れたいから、ア

クセスして物を言ってくださいというところまでオープンになってきております。

こういったことで、いろいろな需要分野があるわけですけれども、現在、ＩＴ産業が一

番脚光を浴びていますけれども、ＧＰＳ衛星が最も注目すべきは情報通信分野での利用な

んです。これが根幹をなしておりまして、ＧＰＳなしにはＧＩＩとか、ああいったことは

言えなかったはずです。これからインターネット通信や、移動帯通信で、このＧＰＳを使

ったタイミングロープというのが世界各国を支配していくだろうというふうに見られます。

ビジネス的には、現在、レジャースポーツであるとか、カーナビゲーションであるとか、

そういったところが売れていきつつあるんですけれども、やはり最大のマーケットは情報

通信分野であろうと思われます。

この辺、ちょっと申し上げて、飛ばします。

ちょっと絵が途切れていますけれども、ＷＲＣ２０００で定まった衛星周波数帯を出し

ています。後でまた出てきますから、次へ行きましょう。

ＬというのはＧＰＳの信号です。ＧというのはロシアのＧＬＯＮＡＳＳの使っている信

号です。赤いＥというのがＧＡＬＩＬＥＯ用の信号で定まりました。Ｃバンドも入ってお

ります。Ｌ１、Ｌ２、Ｌ５も全部認められたということです。現在、衛星測位システムに

使われる信号の周波数は、ここにありますよという点であります。
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次に、ＧＡＬＩＬＥＯの計画について申し上げますと、ＧＡＬＩＬＥＯはＥＣとＥＳＡ

が主導するシステムでして、開発配備、運用を含めて民間の管理のもとに実施されるＰＰ

Ｐ（Public and Private Partnership）体制でやっていきたいというのが希望であります。

GalileoSat､Galileoの衛星は、ＥＳＡ主導で、宇宙部分と関連地上制御部分の開発を進め

ておりますが、一番最近発表された内容では、中軌道衛星３０個で、ペイロードが８０ｋ

ｇの、大体８５０から９５０Ｗを使うというような計画を持っております。全体の重量が

７００ｋｇというものです。

これは概念図ですけれども、ＧＡＬＩＬＥＯ計画の特徴は、中軌道周回衛星プラスいわ

ゆるヨーロッパの、日本のＭＳＡＳ版と同じフォーメーテーションのイグノスを統合して、

通信と測位の両方をサービスしようというところが特徴かと思われます。

サービス計画ですけれども、当初はlevel１で、ユニバーサル・サービス、一般向けで

無償を原則とする。level２として、Controlled Service、それからlevel３でGuaranty S

erviceという大まかな枠組みを決めまして、その後の研究に基づいて、現在では５種類を

計画しております。

Open access Serviceで、これはMass Marketで無償原則ということなんですが、contro

lled accessは、これは商用、業務用のもの、それからSafety of lifeのもの。Govemment

Useのもの。次はSearch and RescueとかFleet Management用のもの。お金の取れやすい

ものをセグメント化していろいろ研究している段階にあるというふうに見た方がいいと思

います。

これは英語で書いたものですので、後で見ていただければいいと思います。

いろいろ考えておられるけど、問題がまだまだ残っておりまして、ヨーロッパも苦悩し

ているんですけれども、アメリカとの交渉が継続中ですが、後で説明しますけれども、ま

だまだ問題があります。ロシアとも３回ぐらい協議しましたけれども、ロシア政府のＧＬ

ＯＮＡＳＳの売り込みの条件と、ヨーロッパが買いたい条件が一致しませんで、現在、と

んざしている形になっております。ロシア側としてはまだヨーロッパに何とかしてもらい

という希望は持っているようですけれども、ヨーロッパ側では、そういう高い値段では買

えないというふうなところのようであります。

日本への期待は、ＥＧＮＯＳとＭＳＡＳの相互運用協議を延長して、何とか日本にＧＡ

ＬＩＬＥＯに入ってきてくれないかという期待感は持っています。ちなみにカナダは、Ｇ

ＡＬＩＬＥＯ計画に参入しております。
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これは米国の原則ですが、これはJoint Summaryと書いていますけれども、実は昨年の

１０月に米国から欧州連合に向かってメモランダム・オブ・アグリーメントのフレームワ

ークを組みましょうということのドラフトがヨーロッパ連合に出ておりますが、まだヨー

ロッパ連合からアメリカに出ておりません。その中でアメリカ側が言っている原則が、共

通のＧＰＳ時刻、座標基準、信号構造を持ってほしいということ。それからＧＰＳとシー

ムレスでグローバルな相互運用性が必要であるということ。それから無線航法周波数の安

全性保護、これはワーク、ＷＲＣ２０００で共同歩調をとりまして、達成されております。

直接ユーザー課金はしないこと。開かれた信号構造とスケジュールケーションの公開、そ

れから受信機・利用サービス市場の透明性と自由競争であること。軍民両用技術の国家並

びに国際安全保障問題の認識を持ってほしいという、この辺のところの原則を要求してお

ります。

これに対して、まだ答えは出ておりませんが、Guarntee,Liabilityに対する課題もあり

ます。現在、ＩＣＡＯにおいて法的課題特別委員会でもいろいろ協議しておりますけれど

も、アメリカ側は、シカゴ条約に準拠すればいいのではないかということに対して、ＧＡ

ＬＩＬＥＯ側は、新たな条約を作りたいと。だれが責任を取るのか、取れんのかというこ

とについての、新たな条約を考えたいというところで、ＩＣＡＯの中でももめております。

それからサービス収入計画のＦ／Ｓですけれども、いろんなスタディーが出てきており

まして、なかなか、どれが正しいのかというのはまだ見えておりません。サービス収入の

計画が確立できておりませんし、どこでどういうふうにできるのかという結論的なものも

ありませんので、４月まで延びたのかなというふうなことも考えられます。

なお、ＧＡＬＩＬＥＯを支えている民間団体でＯＲＥＧＩＮというものが設立されて支

援体制を組んでおりますけれども、４３の企業・団体が入っておりますが、大部分は衛星

産業が多い、ＧＡＬＩＬＥＯを使う産業は余り多くないというところが、若干ひっかかる

ところではあります。

これは、ＧＡＬＩＬＥＯの性能は、近代化されたＧＰＳシステムにひけをとらない、同

等以上の性能を持つものでなければならないというところを基本線に置いておりますので、

こういうrequirementを持ったＧＡＬＩＬＥＯ衛星を開発し、押し上げるという計画であ

ります。

これはDefinition Phaseのスケジュールでいろいろやってきまして、ここまできました

よという図であります。
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この絵はDefinition Phase、昨年１２月末までに行われたフィージビリティー・スタデ

ィーのプロジェクト名でございまして、ＧＡＬＡとか、ＧＥＭＩＮＵＳとか、ＩＮＴＥＧ

とかＳＡＧＡとかいろいろございます。それがどういうふうなことをやってきたかという

ことを書いてありますので、後でごらんになっていただきたいと思いますが、欧州連合は

ユーロコントロールと、それからＥＳＡの資本、資金でもって、このフィージビリティー

・スタディーに約１００億円かけております。民間の知恵を絞り出して、こういうプロジ

ェクトとしてまとめ上げたわけであります。

そのフィージビリティーの肝心なところなんですけれども、どういうUser Requirement

sがあるかというものをまとめてございますが、ＩＮＴＥＧＲＩＴＹ情報を本当に必要と

する利用分野と、精度をより必要とする利用分野、というのはマーケットをセグメント化

できるわけでして、それぞれのセグメントにおいてどれぐらいのマーケットがあるのかと

いうことを一生懸命研究してきたわけでありまして、それぞれのマーケットのボリューム

で、この丸印で表したり、こういうスタディーが盛んに行われてきました。

そのお金を取れるマーケットセグメントがどうかといますと、１００種類ぐらいに分け

てあります。１００種類ぐらいに分けて、コントロール・アクセスサービスの１であると

か２であるとか３であるとかというふうなことをセグメントで分けてトータルの収入計画

といいますか、それの計画を研究しているという、かなり研究そのものは大したものだと

思います。

それをグラフ化したもので、サービスセグメント、ユーザーセグメント、地上セグメン

ト、宇宙セグメントというマーケットをいろいろ分けまして、それぞれの売り上げを研究

しているということです。これは、いわゆる利用者分野の、どのぐらいあるかということ

を計画したものであります。

トータルいたしまして、税収入、いわゆるＧＡＬＩＬＥＯプロジェクトで付加価値が高

まった結果として税収入として４５０億ユーロ入ってくるであろうと。それに対して、投

資が２２億から３０億ユーロであるといったところでもって、フィージビリティーありと

結論づけているという最終的な報告の中の一部であります。

これがMaster Scheduleであります。２００８年に何とか実用化にこぎつけたいという

ことであります。

次に、日本の現状といいますか、現在どういう使われ方をしているかというのを申し上

げます。
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日本のカーナビの資料が、９９年度、つまり２０００年３月期に１４０万台を売り上げ

ております。昨年１２月末で１９０万台というふうになっていまして、右肩上がりで増え

ております。そのうち、ＤＧＰＳを装着しているのはどのぐらいかということで、昨年、

２０００年３月末現在で５０％を超えておりまして、やはりＤＧＰＳの精度のよいインテ

グリティー情報があるオキュペーション・デファレンシャルが必要ということも反映して

おります。

そのカーナビゲーションがどんどん増えるに伴いまして、ＶＩＣＳセンターのＶＩＣＳ

につきましても右肩上がりで増えております。このようにどんどん日本ではカーナビ並び

にＩＴＳの１つであるＶＩＣＳ情報が売れていっておるんですけれども、世界全体のナビ

ゲーションの予測としまして出ていますのが、緑は今、日本なんですけれども、時がたつ

につれて、アメリカ、欧州もキャッチアップしてまいります。やはり一番車の多い米国の

シェアが圧倒的に多くなりますけれども、大体２０１０年にはこのぐらいの姿になるであ

ろうという予測が出ておるわけであります。

これは、ＳＡがなくなって、精度がますますよくなり、さらに第２周波数が入ってくる、

第３周波数が入ってきて、精度が８．５ｍになる。ＡＩＩとか、そういう地上系の設備も

よくなりますので、さらによくなると。最終的に６ｍぐらいの精度で、普通にはかって６

ｍの精度で得られるであろうというところまで行っております。第３周波数をなぜ必要か

とすると、太陽活動の激しい今、ちょうど２００１年、ちょうど活動期に入っておるわけ

ですけれども、電離層チェーンが太陽活動の間は、ちょっとモデル化は不可能ですので、

第３周波数でもって、完全に消去してしまうというために必要なんですけれども、今回の

太陽活動には間に合いません。次の太陽活動、１１年後のものには間に合うという計画で

第３周波数が計画されたわけです。

これが最終的には、こういう具合になりますという、測位精度はこうなりますというの

が、ＧＰＳの近代化政策の１つの終点になるわけです。６ｍの精度が得られれば、ほとん

どだれでも使えるという状況になると思います。そのスケジュールはここに出ているとお

りであります。

これは１９９８年、２年前に予測した数字なんですけれども、大体、この数字どおり、

現在推移しておりまして、いわゆるモバイルという、移動帯通信の動きも２年前に、まあ、

２年後はこうなるだろうというような状況にほぼ来ております。ＩＭＴ－２０００も、こ

としの５月から始まりますし、ＣＤＭＡもどんとん普及しつつあります。インターネット
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モードを持った電子端末にほとんどなっております。

ちなみに、現在、カーナビゲーションの７０％がインターネットモードを持ったカーナ

ビゲーションが売れておるわけであります。このように進んでおりまして、特に注目した

いのは、アメリカがＥ９１１と言いまして、移動帯通信事業者に１１０番、１１９番かけ

てみたら、強制的に、その人がどこからかけてきたかというポジショニングを同時にオペ

レーション側に伝えるというものを法令化いたしまして、ことしの１０月から始まります。

ＰＨＳタイプ、携帯電話の基地局タイプ、それからＧＰＳ組み込みタイプと、いろいろあ

るわけですけれども、圧倒的に精度がよくて安く作れるのはＧＰＳ組み込みタイプですの

で、一挙にＧＰＳチップが売れるという世界を想像しております。

これを見習いまして欧州では、１１２番なんですけれども、同じようなことをＧＡＬＩ

ＬＥＯ計画と連動させた形で法令化をしよう、そうすることによって、有料化できるとい

う可能性を見ておるわけですけれども、そういう動きがあります。日本では、警察庁、消

防庁、それから民間利用者が中心になって作りましたHelp-Netという日本の緊急通報サー

ビスが昨年の１０月からサービス開始されております。これは日本における民間の有料サ

ービスでありますけれども、これもおいおい法令化という形になりますと、一挙に増える。

携帯電話に全部つけるというふうになりますと、一挙にふえるということになります。こ

ういうインセンティブが働きますので、グーンと伸びるに違いないというところでありま

す。

このように、これはこのＳＡがなくなってからの日本の動きなんですけれども、どんど

ん新しいサービスが増えてきております。農業・建設機関係のいわゆるＩＴＳ関係ですし、

インターネットモードを使ったいろいろなサービスがどんどん出てきております。これは

後で見ていただきたいんですけれども、ロケーション関係、バスロケーションとかＡＶＬ

ですね、物流管理面の新しいサービスがどんどん出てきております。

このように、移動帯通信との結びつきで、大きなマーケットが出現するというのは、ヨ

ーロッパ勢もきちっと見ておりまして、ＧＰＳをつけた携帯電話市場の伸びをここに示し

ております。それからＧＰＳセンサーですね、チップの伸びもここに出ておりますけれど

も、現在、ＧＰＳのチップ、大体１８ドルぐらいなんですけれども、２００５年には３ド

ルぐらいになるだろう。そうすると、そのぐらい安く作れますので、どんどん伸びるとい

う見方をしておりまして、これをベースにしたロケーション情報をベースにして、あとい

ろいろな情報を動かしたモバイル・マルチメディアというマーケットが花開くという見方
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が衆目の一致するところだろうと思います。

日本のAugmentationはＧＰＳ、空のＭＳＡＳ、それから海のBeacon ＤＧＰＳ、陸上の

ＦＭ－ＤＧＰＳ、それから海洋土木向けのＲＴＫや、一般測量・土木建設向けのＲＴＫ－

Land Use、それから現在実験中の国土地理のVirtual Reference Network、ほとんど出そ

ろっておりまして、ますます使いやすくなるようになります。

この辺は、ここで説明しているもので省略します。

特に、ＩＴＳの関係ですけれども、９つの分野のうち、一部スタートしておりまして、

中には車両群の運行の群管理であるとか、自動運行といったところの研究開発が進んでお

りますけれども、それが実用化レベルになって、マーケットとして立ち上がるのはもう少

し先になるだろうと思われます。それ以前に、先ほど申し上げましたようなＩＴネットを

使った、インターネットを使ったようなものが出てきております。それを支えているのは

国土地理院が全国に施設しました1,０００カ所の電子基準点に基づくインフラだと思いま

す。

ことしの４月ぐらいでしょうか、日本の地図基準が従来の明治時代からの日本の地理基

準から、国際的なＩＴＲＦに変わります。そうするとＧＰＳと完全に連動いたしますので、

ますますＩＴＳであるとか、いろいろなサービスが使いやすくなるという状況になると思

います。

時間が来ましたので、この辺でやめたいと思いますけれども、なぜ日本でカーナビゲー

ションがこんなにはやったのかという歴史的な事象から説明したものなんですけれども、

これはちょっと後回しにしたいと思います。

これは、当初申し上げました電気通信になぜ有用なのかといいますと、ＧＰＳ単独で、

１０ ～１０ までの精度でとれます。現在の電気通信事業における技術標準は１０－ １ ２ － １ ３ － ７

の精度があればいいという形で、この中におれば、別にいいわけですけれども、電話とか

ファクスはこれで十分なんですけれども、ｅコマースとか相場をやる段階になりますと、

１０ でさっと取引を成立させるか、１０ レベルで、ちんたらちんたらやるかの差が－ １ ２ － ７

これから出てくるということで、各国ともこのＧＰＳタイミングを使ったｅコマースに拍

車がかかっていると言っても過言ではないと思います。

特に携帯電話から相場をやるといった場合には、ＧＰＳタイミングを使っcdma-Oneグル

ープの方のタイミング、それからＮＴＴdocomoさんもこのサービスを始めようとしており

ますけれども、そういったものがｅコマース事業所には売れていくんではなかろうかと。
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これを使うことになって、動画像であるとか、画像を早く相手に伝えることができるとい

いますか、そういったことのねらいもありまして、これから注目されているということで

す。

現在、日本のナビメーカーさんも、ＧＰＳタイミング装置の販売が繰り広げられつつあ

る状況に入っております。そのほか、このＧＰＳタイミングを使って、港湾の船舶の動向

を管理するためにこれを使っているというのは海上保安庁を中心に現在検討が進められて

おります。

ダッと走りましたけれども、以上で私のお話を終わりたいと思いますが、何か御質問あ

りましたら、お願いします。

【井口委員長】 いかがでしょうか。

１つ、この衛星測位システム協議会、協議会の性格について伺いたいんですけれども。

技術的な開発の段階ではマーケットを開拓するようなことに焦点を置いておられるのか。

【衛星測位システム協議会（西口事務局長）】 一番の焦点は、設立する当初の目標は、

正確な情報に基づいて、ＧＰＳと軍事・民生両用技術のものですから、適正な利用をやろ

うと。

【井口委員長】 適正な利用というのは、日本の中でですか。

【衛星測位システム協議会（西口事務局長）】 日本の中で。正確な情報に基づいて適

正に利用する環境整備を図るというのが設立趣旨なんです。背景には、日米ハイテク摩擦

の未然防止にあります。これは、特にアメリカにおけるＧＰＳ産業といいますのは、昔は

弱小メーカーさんが、ちんたらやっていたんですね。日本のソニーやパイオニアや松下や

というビッグカンパニーがやり出すと、こういうものを作るのは日本はものすごい得意で

すから、圧倒されるのではないかという危惧がありまして、それで政府間レベルの摩擦に

なると、過去の自動車摩擦とか半導体摩擦でややこしいと。そうならない前に民間同士で

話し合おうじゃないでしょうかということで、カウンターパートを作ってほしいという要

請に基づいて作ったという１つの戦略目標もございます。

したがって、私たちの活動としては、昔は軍が使っているからいつ、どうなるのかわか

らないとかね、ＳＡがあるからどうなるかわからないとか、いろんな話が出ましてね、ぎ

くしゃくした時代がありました。でも、そうじゃないよと。こういうふうに政策がきちっ

とできているよということを、我々は正確な情報として皆さんに啓発して、そしてうまく

使っていただいて、新しい産業を創設してくださいよと。ただし、こういう軍事・民生両
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用技術だから、使い方には注意しましょうねというふうな話をやってきたというのが我々

の協議会なんです。

構成員は自動車会社、自動車部品会社、エレクトロニクスメーカーのほとんど、それか

ら海運、船舶機器メーカー、測量機器屋さん、測量屋さん、建設屋さん、情報通信屋さん、

そういったところが。大体作る人、アプリケーションする人、使う人というふうに御覧に

なっていただけたらと思います。

【栗木委員】 従来型の海上、陸上のいわゆるナビゲーションに使われたシステム、旧

態依然たるものも、現在まだ使われているかと思うんですが、これらは、行く行くはこう

いうものにリプレースされていくんでしょうか。

【衛星測位システム協議会（西口事務局長）】 日常使うものとしては、こちらの方が

使いやすいし、安いしというところはあるんですが、大量になると危険ですから、バック

アップとしてロランＣも、ＩＬＳもあるというふうに我々は見ております。バックアップ

の仕方ですよね。

例えばＩＬＳの同じ機器を３つ持っても、システム全体いかれたら全部アウトですよね。

違うシステムのバックアップを持つのが非常に有効だと。ＧＰＳもあり、ＩＬＳもあり、

ロランＣもありというのが一番バックアップ体制としてはいいわけで、ロランもつぶす必

要は何もないと思います。

【井口委員長】 ＩＴＳのことをいろいろ御紹介くださいましたけれども……。

【衛星測位システム協議会（西口事務局長）】 ほんのさわりだけですけれども。

【井口委員長】 私、ＩＴＳの推進協議会、バーテスの理事長を４年間やっていまして

ね、やはりカーナビが今、少なくとも日本では最大のユーザーですね。それがＧＰＳとい

うアメリカの軍事衛星に、軍事機密に依存しているというのは、やっぱり一抹の不安に感

じるんです。

それで、例えば日本としてどうすべきかというのは、立案とかそういうことは協議会で

はおやりにならない？

【衛星測位システム協議会（西口事務局長）】 いえ。時々は、そういう研究会で物を

申すときはございますけれども、協議会全体としてはあまりタッチしないようにしていま

す。というのは、それぞれ主役がございますし、バーテスさんはバーテスさんで考えてお

られますしね、通産のソフトウェア振興協会も別に考えておられますし、いろいろ動きが

ありますので、それらに上手にはまり込んでいきながら、ただこのＧＰＳというものはこ
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ういうものですよと。そういう場で今のような御心配をする必要ありませんという話はし

てくださいよ、ということを申し上げました。

【井口委員長】 心配ないかどうか、ないとは思わないから心配しているんでね。ここ

でやる話ではないと思いますが。

【衛星測位システム協議会（西口事務局長）】 そこら辺、我々も心配だったものです

からね、日米政府間協議を創設していただいて、きちんとルールづくりをやってください

よということは、民間から政府にお願いしている。それからＧＰＳはあくまでも衛星です

から……

【井口委員長】 政府というと、どこ？

【衛星測位システム協議会（西口事務局長）】 日本の政府です。日本の政府の中に、

衛星測位システムの民生利用に関する省庁連絡会というのがございますね。そこが窓口に

なっているんです。１５省庁関係しています。ですから、ほとんどの省庁が関連している

と思っていいと思いますね。

衛星はすばらしいです、このＧＰＳ衛星は。でもスーパーマンではありません。トンネ

ルとか都市部では使いにくいところがあるわけですから、ＩＴＳでは地上系とうまくミッ

クスするということしかあり得ないだろうと思いますね。

【井口委員長】 ほかにいかがでしょうか。

【長柄委員】 この絵で、私、よくわからなかったんですけれども、ｅコマースとかな

んとかで、時刻のあれがよくわからないんですけれども、普通の携帯電話ですね、このあ

たり。あれでやるのと、どう……。

【衛星測位システム協議会（西口事務局長）】 例えば電話とかファクスでやる場合は、

私はこういうハードですよと、そっちにこういうものを送りたいですよと。向こうは、こ

ういうものができたらこういうものを送ってくださいよということをコンピューターでや

りとりしているんですね。それで、つながったらつなぎますよで、つながって初めて会話

するわけです。でも、その間、ほんのわずかな秒数ですので、人間が声を出してしゃべる

分にはわかりません。でも、データ通信になってまいりますと、早くつなげるのが一番重

要なんで、同期しないとつながらないんですよね、電話というか、通信というか。同期を

早くとれるかとれないかで、勝負が決まるんです。

例えば株式相場、為替相場でどんどん下がり出したら、ドドドッといきますよね。ここ

で勝負できるのと勝負できないのでは、随分差があるということなんですね。ですから早
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くつないで勝負したいと、相場師はそう考えるわけです。

【長柄委員】 それはＯ．何秒、１秒とか……。

【衛星測位システム協議会（西口事務局長）】 １秒じゃない、もう１０のマイナス何

乗の相場です。

この株式相場とか為替相場がコンピューターでやられる前は、それこそ証券会社が、例

えばアメリカとやっているときに、ニューヨーク、ロンドン、日本、東京で回線開きっ放

しですよね、電話は開き放しで、いつでも出して、即やると。人間がやりますよね。今、

人間がやるのではなくて、コンピューターがやります。お客さんが携帯電話からポンと押

したときに、つながるかつながらないかなんですね。早くつなげたやつが勝ちなんです。

それがあるから、いわゆる回線の速いものにお客さんは向かうであろうというのが自然な

方法、そういう意味で韓国とか香港がギャーギャーうるさく言っているのはそこにありま

す。

【長柄委員】 わかりました。

【井口委員長】 ほかにいかがでしょうか。

よろしゅうございますか。

どうもありがとうございました。また、これからもいろいろお教えくださいますように

お願いいたします。

それでは次に移らせていただきます。

２番目は、これは決定を要する議題ですが、宇宙開発に関するプロジェクトの評価指針

の検討について。

栗木委員、説明をお願いします。

【栗木委員】 前委員会におきまして、資料６－２にございます評価指針検討の部会の

設置をお認めいただきました。

私、３項目のところに、前回の資料に、私が部会長を務めるということで御承認いただ

いたということでございますが、本日、御承認いただきたいのは、その次の２ページにあ

ります部会の構成でございます。部会の構成としましては、私ほか３名の委員で、まず宇

宙開発委員会のメンバーとしてこれを務め、特別委員としまして、そこに挙げました何名

かの方に特別委員をお願いしたいと思います。

特別委員の選定に当たりましては、約半数、上杉教授から樋口企画部長に至る４名の方

は宇宙開発関連プロパーの方、そのほかの方は、評価ということがアカデミアの中で行わ
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れるときに、どう行われるべきかという視点から、いわゆる基本的な指針をまとめられた

市川教授、それから藤垣さんは社会技術的な、科学技術社会論の観点から評価はどうある

べきかというような論じていただく。それから宮村教授が信頼性の評価を行われ、それか

ら山之内教授は民間の出身でございまして、プロジェクトをどう進めるかという視点での

マネジメントをどう進めるべきかというようなことで視点から評価の特別委員に加わって

いただきたいと、そう思いまして、以上の人選で進めたいと思っております。

【井口委員長】 いかがでしょうか。

福田企画官はいろいろ準備をしておられたように拝見しますけれども、何か進め方で、

きょうのところでお話しになることありますでしょうか。

【福田企画官】 ここの委員会の６－２の資料にもございますように、このスケジュー

ルでは、「平成１３年夏期を目途に」というふうにあるんですが、総合科学技術会議の方

が６月とか、そのぐらいをめどに、今の大綱的指針を見直そうという動きがございますの

で、それをある程度念頭において、それがある程度見えた段階で、こちらの方の指針を最

終的に出していただくのがいいのかなということで、ここにございますように、１３年の

夏というのを１つのターゲットとして設定していただければ、その総合科学技術会議との

整合性もとれるのではないかというふうに考えております。

【井口委員長】 いかがでしょうか。

よろしいでしょうか。

【栗木委員】 それからもう一つ、仮にこの指針ができた暁の使われ方でございますけ

れども、特にこれはＮＡＳＤＡ自身が今後いろいろな新しい計画を立てる、あるいは計画

の見直しを行っていく段階で、これが計画部会に報告されることになるだろうと思います。

その折に、ＮＡＳＤＡ自身がやはり評価を部内でもって進められるときに、それなりのス

クリーニングをやられるときの指針として、この部会で策定された評価を適用していって

いただくということが望ましい。その暁には、そういった評価の精査を受けてきた計画の

見直しというのが部会に提案されると。それを宇宙開発委員会がともに事業団とそれをシ

ェアして持っていくということが部会のプロセスなりプロジェクトの進行をスムーズに円

滑に進めることができる方法ではないかと思いまして、そのような使い方をしていきたい

なと考えております。

【井口委員長】 それでは、どうもありがとうございました。

このような構成で、評価指針特別部会を発足させることにいたします。
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以上で、あとはその他でございますが、これは第５回、前回の宇宙開発委員会の議事要

旨でございます。ごらんくださいますようにお願いします。

以上で、第６回宇宙開発委員会を閉会いたします。ありがとうございました。


